
執行委員長　　　　　　　殿

ふ り が な

生 年 月 日

受講者の受講資格 (受講資格の当該番号を○で囲んでください)

令和　　　　年　　　　月　　　　日

事業所名

* 技能講習の一部免除を受けようとする者は､その資格を有する

* ことを証明する書面を添付すること

（注）１　この申込書に記入していただいた個人情報は、技能講習の事業以外に一切使用いたしません。

（注）３　修了証に旧姓・通称併記を希望される方は(　)内に記入のこと。詳しくは裏面を参照してください

*受講番号

〒　　　　　－

令和　　6　　　　　　10　　　　　　31年 月 日 午前９時００分開講

令和　　6　　　　　　11　　　　　　  1年 月 日 午前９時００分開講

*受講票は当日会場受付に提出してください。遅刻早退は認められませんのでご注意ください。

足場の組立て等作業主任者技能講習　≪受講票≫

（注）２　身分証明書（運転免許証等）の写し、一部免除を受ける方は資格を証明する書類の写しを貼付けしてください。

事業主名

※個人事業主又は一人親方の方は、本証明と合わせて、別
紙「個人事業主・一人親方実務経験証明書」に証明を受けて
ください

＊ 受 講 場 所            静岡駅前会議室LINK B館 301

（　　　　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　）受講者氏名

修了証に旧姓・通称併記を希望される方は(　)内に記入のこと。詳しくは裏面参照

＊ 受 講 日 時

受 講 者 氏 名

足場の組立て等作業主任者技能講習受講申込書 

静岡県建設労働組合　

電 話 番 号

＊ 受 付 番 号

＊ 修 了 番 号

切り離さないこと

現 住 所

上記受講者の従事経験を以下のとおり証明いたします。

証　明　書足場の組立て、解体又は変更に関する作業に三年以
上従事した経験を有する者  *右記作業従事証明書に
証明が必要です。

性・別 男　・　女（　　　　　　　　　　　）

学校教育法による大学、高等専門学校、高等学校又は
中等教育学校において土木、建築又は造船に関する
学科を専攻して卒業した者で、その後二年以上足場の
組立て、解体又は変更に関する作業に従事した経験を
有するもの。*卒業証明書写の添付及び右記作業従事
証明書に証明が必要です。

　自　　　昭和  ・ 平成　　　　  年　　  　　　月

　至　　　令和　　　　　　　　  　年　　　  　　月

該当免除事由番号を
記入すること

3

現住所

注)  作業従事期間とは満１８歳以上において作業に従事した期間です。

(　　　　　　年　　　　　ヶ月従事いたしました)　　

その他厚生労働大臣が定める者。*当該訓練修了証写
の添付及び右記作業従事証明書に証明が必要です。

昭和・平成　　　　　年　　　　　月　　　　日　　（満　　　　歳）

所在地　　〒

講習の一部免除を希望す
る範囲(裏面備考２の区分
による)

〒　　　　　－

1

2

（注）４　下記の受講票にも記入して下さい。

写真貼付
（3cm×2.4cm）

一部のりづけ
(修了証用)

印

写真貼付
（３cm×２．５

cm）

全面のりづけ

印



（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（１）

（２）

　学校教育法による大学､高等専門学校又は高等学校において土木､建築又は造船に関する学科を専攻して卒業した
者で､その後2年以上足場の組立て､解体又は変更の作業に従事した経験を有する者

１．受講資格

④旧姓・通称が表記されたマイナンバーカード（マイナンバーが記載された裏面は不要）

３．旧姓・通称の併記を希望される方は、以下のいずれかの書類の写しを添付してください。

①旧姓・通称が記載された自動車運転免許証

③旧氏名欄に旧姓・通称が表記された住民票または住民票記載事項証明書（マイナンバーが記載されていないもの）

　職業能力開発促進法(昭和44年法律第64号)第27条第1項の準則訓練である普通職業訓練のうち､職業能力開発促進
法施行規則(昭和44年労働省令第24号)別表第２の訓練科の欄に定める建築施行系とび科の訓練を修了した者で、その
後2年以上足場の組立て､解体又は変更の作業に従事した経験を有する者

(　備　考　)

　足場の組立て､解体又は変更に関する作業に3年以上従事した経験を有する者（作業経験は満18歳になってからのも
の。）

職業能力開発促進法第二十八条第一項に規定する職業能力
開発促進法施行規則別表第十一の免許職種の欄に掲げるとび
科の職種に係る職業訓練指導員免許を受けた者

（３）

作業の方法に関する知識

　職業能力開発促進法第27条第1項の準則訓練である高度職業訓練のうち､職業能力開発促進法施行規則別表第６の
訓練科の欄に定める居住システム系建築科又は居住システム系住居環境科の訓練を修了した者で、その後2年以上足
場の組立て､解体又は変更の作業に従事した経験を有する者

　旧職業能力開発促進法第27条第1項の準則訓練である養成訓練のうち、平成5年改正省令による改正前の職業能力
開発促進法施工規則別表第3の訓練科の欄に掲げるとび科の訓練又は別表第3の2の訓練科の欄に掲げる建築科の訓
練（職業訓練法第10条の準則訓練である養成訓練として行われたもの及び旧職業訓練法第8条第1項の養成訓練として
行われたものを含む。）を修了した者で、その後2年以上足場の組立て､解体又は変更の作業に従事した経験を有する者

　職業訓練法（昭和53年改正省令）附則第2条第1項に規定する専修訓練課程の普通職業訓練（平成5年改正省令によ
る改正前の同項に規定する専修訓練課程の養成訓練を含む。）のうち旧職業訓練法施工規則別表第2の訓練科の欄に
掲げるとび科の訓練を修了した者（旧職業訓練法第8条第1項の養成訓練のうち旧職業訓練法規則別表第2の訓練科の
欄に掲げるとび科の訓練を修了した者を含む。）で、その後2年以上足場の組立て､解体又は変更の作業に従事した経
験を有する者

一 第一条各号に掲げる者

二 職業能力開発促進法施行令（昭和四十四年政令第二百五
十八号）別表第一に掲げる検定職種のうち、とびに係る一級又
は二級の技能検定に合格した者

②旧姓・通称が記載された健康保険被保険者証

⑤戸籍謄本または戸籍抄本

注）  技能講習の一部免除を受けようとする者は､その資格を有することを証明する書面を添付すること

２．受講の一部免除者

工事用設備、機械、器具、作業環境等に関する
知識

作業者に対する教育等に関する知識

工事用設備、機械、器具、作業環境等に関する
知識

作業の方法に関する知識

受講の免除を受けることができる者 講 習 科 目


